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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射面が上に取り付けられるベース部を備える少なくとも１つのボリューメトリック放
射素子と、パネルアンテナの機械的構造体の少なくとも１つの構成要素とを備える前記ア
ンテナの構成要素を組み立てる組立装置であって、
　前記放射素子と協働する第１の固定手段を備える中央領域と、
　前記アンテナの機械的構造体の長さ方向の縁部と協働する第２の固定手段を備える側部
領域と、
　前記第１の固定手段と前記第２の固定手段との間を柔軟にリンクする第３の手段を備え
る中間領域とを備える誘電性部材を備える組立装置。
【請求項２】
　前記第１の固定手段が、適所に嵌める方式の固定手段である、請求項１に記載の組立装
置。
【請求項３】
　前記放射素子の前記ベース部が４つの管状部分で形成され、前記第１の固定手段が、前
記ベース部の１つの管状部分の中に装着が可能である少なくとも１つの形態を備える、請
求項１または２に記載の組立装置。
【請求項４】
　前記誘電性部材が、少なくとも１つの緩衝装置をさらに備える、請求項１乃至３のいず
れか１項に記載の組立装置。



(2) JP 5384674 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

【請求項５】
　前記誘電性部材がポリマー材料から作製される、請求項１乃至４のいずれか１項に記載
の組立装置。
【請求項６】
　前記誘電性部材が単一部分から成形される、請求項５に記載の組立装置。
【請求項７】
　前記第２の固定手段はフックの形状を有する、請求項１に記載の組立装置。
【請求項８】
　放射面が上に取り付けられるベース部を備える少なくとも１つの高密度放射素子と、ア
ンテナの機械的構造体の少なくとも１つの構成要素と、請求項１乃至７のいずれか１項に
記載の組立装置とを備えるパネルアンテナであって、誘電性部材が、前記アンテナの長さ
方向の軸に対して横断方向に配設されるパネルアンテナ。
【請求項９】
　前記アンテナの機械的構造体の構成要素がレードームである、請求項８に記載のアンテ
ナ。
【請求項１０】
　前記アンテナの機械的構造体の構成要素が反射器である、請求項８に記載のアンテナ。
【請求項１１】
　放射面が上に取り付けられるベース部を備える少なくとも１つの二重交差分極ボリュー
メトリック放射素子と、機械的構造体とを有するパネルアンテナであって、
　前記放射素子と協働する第１の固定手段を備える中央領域と、
　前記アンテナの機械的構造体と協働する第２の固定手段を備える側部領域と、
　前記第１の固定手段と前記第２の固定手段との間を柔軟にリンクする第３の手段を備え
る中間領域とを備える誘電性部材を備えるパネルアンテナ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ボリューメトリック（三次元）放射素子を用いてハイパー周波数の領域にお
いて電波を伝送する電気通信アンテナの分野に関し、より具体的にはアンテナ組立装置に
関するが、これに限定されない。
【背景技術】
【０００２】
　アンテナの構築は、その構成要素を互いに機械的に固定するステップを含む。現在、大
部分のアンテナ製造業者は、放射素子、電力分割器、移相器、反射面、無給電素子などの
すべての他の構成要素がその上に固定される中心的な機械的構造体の働きをする骨組みを
備える機械的組立体を使用する。すべての要素が骨組みの周囲に組み立てられた後、組立
体全体がレードームによって囲まれる。
【０００３】
　機械的な力に耐えるため、構成要素の重量、および環境により課される制約によって、
この骨組みは、十分な硬度および厚みを有する材料（最も一般的には金属材料）から製造
される。この初めの制約が、後の機械的な選択肢を制限することになる。アンテナの性能
の安定性を保証するために、設計上における、特に電気的および機械的な要因と製造コス
トとの間の妥協点は、主に機械的な必要条件によって左右されることが求められる。たと
えば、約２ＧＨｚの周波数帯域内で働く長さ約２ｍのアンテナは、厚みが１．５ｍｍから
２．５ｍｍの間のアルミニウム製の骨組みを備える。しかしながら、この周波数レンジで
の表皮効果に関連する深さのみを考慮する場合、必要な厚みは０．１ｍｍ未満となろう。
【０００４】
　金属製の連結部の存在および各構成要素の間へのそれらの配置のために、ねじ留めまた
は溶接などの機械的な固定の方策を採らざるを得ない。そうでないと、電気接点の必然的
な劣化のために、アンテナは、これらの劣化が電磁場の強い領域で発生した場合、性能の
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損失などのアンテナの中を伝わる信号のゆがみとして現れる相互変調積（ＩＭＰ）に直面
することになる。これらの組立の技術は、重大な欠点を有する。これは、特に作業を行う
ために必要とされる時間による追加のコストにつながり、また、生じられるリンクに対す
るより厳しい品質管理の必要性につながる。さらに、これらの組立の技術は、分解を危険
なものにするか、または不可能にさえもする。
【０００５】
　パネルアンテナは、通常、長さ方向の機械的構造体の上に固定されたボリューメトリッ
ク放射素子のアレイを備える。したがって、問題は、機械的および電気的に効率的で相互
変調積（ＩＭＰ）のないリンクを得るように、放射素子を構造体の上に配置し固定するこ
とを可能にする組立装置、ならびに場合によってパネルアンテナの構築にかかわる他の構
成要素を見いだすことである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、したがって、特に、アンテナの機械的構造体の構成要素の上にボリュ
ーメトリック放射素子を迅速に、確実に、取り外し可能に、および安価に固定することを
可能にする、パネルアンテナの構成要素を組み立てる装置を提案することである。
【０００７】
　求められる解決策は、特に、以下の必要条件を同時に考慮しなければならない。
　放射素子および反射器の機械的な組立を行うためにねじ留めおよび／または溶接などの
技術の使用を回避すること。
　組立体の機械的ベクトルとして不伝導部品を使用すること。
　容量性の電気接続を生じること、すなわち金属と金属の直接的な接触を伴わないこと。
【０００８】
　本発明のさらなる目的は、アンテナの機械的抵抗を損なうことなく従来技術よりも厚み
の薄くなった反射器に機械的に連結されたボリューメトリック放射素子を備えるアンテナ
を提案することである。
【０００９】
　本発明のさらなる目的は、従来の方法よりも速いが信頼性の高い、導電性の反射器に結
合された放射素子を固定する方法を提案することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の目的は、放射面が上に取り付けられるベース部を備える少なくとも１つのボリ
ューメトリック放射素子と、パネルアンテナの機械的構造体の少なくとも１つの構成要素
とを備えるアンテナの構成要素を組み立てる装置であり、この装置は、
　放射素子と協働する第１の固定手段を備える中央領域と、
　アンテナの機械的構造体の長さ方向の縁部と協働する２つの固定手段を備える側部領域
と、
　第１の固定手段と第２の固定手段との間を柔軟にリンクする第３の手段を備える中間領
域とを備える誘電性部材を備える。
【００１１】
　この誘電性部材は、穴、締め付け金具、クリップまたはピンを特に含む、ボリューメト
リック放射素子を固定するために必要な手段を備える。有利には、放射素子と協働する第
１の固定手段は、適所に嵌める方式の固定手段である。したがって、組立体は迅速かつ容
易に作られ、品質を低下させることなく分解が可能である。
【００１２】
　本発明の好ましい実施形態によると、第１の固定手段は、ボリューメトリック放射素子
のベース部の中に装着が可能である少なくとも１つの形態を備える。適所に嵌める手段に
よる誘電性部材への機械的要素の固定は、リング形状、突出形状、Ｕ形状、ねじることな
どのいくつかのタイプの形態によって行われ得る。
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【００１３】
　誘電性部材は、振動および衝撃を放射素子に伝達するのを防ぐために、振動および衝撃
を吸収することができなければならない。この理由のために、誘電性部材は少なくとも１
つ緩衝装置をさらに備え得る。
【００１４】
　本発明の利点は、放射要素がここでは誘電性部材を介して反射器に連結されているため
、アンテナの中央にその長さ方向の軸に沿って置かれた、機械的構造体として働く反射器
が、外部の機械的応力をもはや直接吸収しないことである。これらの応力のない反射器は
、導電性の電気反射器としてのその機能のみを保持する。
【００１５】
　パネルアンテナの構築に伴うすべての構成要素、特に反射器、放射素子、レードーム、
スクリーン、無給電素子などは、組立体の機械的な剛性を確保する誘電性部材に連結され
得る。
【００１６】
　誘電性部材は、その上にかかる機械的応力に耐えるのに十分な剛性がなければならず、
同時に、放射素子と反射器との間の機械的なリンクの柔軟性を確保しなければならない。
この部材は、有利には、場合によってはガラス繊維を混合した、ポリオキシメチレン（Ｐ
ＯＭ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、またはアクリロニトリル／ブタジエン／スチレンのコ
ポリマー（ＡＢＳ）などのポリマー材料から作製される。好ましくは、誘電性部材は単一
の部分から成形される。
【００１７】
　その設計を研究し、誘電性部材の材料を選択することによって、本発明の組立装置は、
振動または外部からの衝撃に対してより容易に制御を保つことを可能にする。たとえば、
プラスチックの使用によって、外部の機械的環境によってかけられる力を少なくとも部分
的に吸収し、アンテナの内部の構成要素を介してその力が伝わるのを制限することが可能
になる。
【００１８】
　本発明はまた、放射面が上に取り付けられるベース部を備える少なくとも１つのボリュ
ーメトリック放射素子と、アンテナの機械的構造体の少なくとも１つの構成要素と、上述
の組立装置とを備えるパネルアンテナを提案する。誘電性部材は、アンテナの長さ方向の
軸に対して横断方向に配設される。ボリューメトリック放射素子と、放射面に向き合うよ
うに置かれる、特に反射器として働く平坦な導電性の取付け部との間の電気的接続は、容
量性である。
【００１９】
　第１実施形態によると、アンテナの機械的構造体の構成要素はレードームである。
【００２０】
　第２実施形態によると、アンテナの機械的構造体の構成要素は反射器である。
【００２１】
　アンテナ内の構成要素の上にかかる機械的応力を低減することは、アンテナの全体的な
信頼性を向上させる。その稼動寿命の長さもまた、相互変調積（ＩＭＰ）を低減すること
によって長くなる。本発明は、まずは、外部環境ともはや直接接触しない程度まで、アン
テナの反射器にかかるこれらの応力を大幅に低減することを可能にする。
【００２２】
　本発明はまた、アンテナの機械的構造体の少なくとも１つの構成要素の上に固定される
、放射面が上に取り付けられたベース部を備える少なくとも１つのボリューメトリック放
射素子と、誘電性部材がアンテナの長さ方向の軸に対して横断方向にその中に配設される
上述のような組立装置とを備える、パネルアンテナの構成要素を組み立てる方法を提案す
る。
【００２３】
　当然ながら非限定的な例によって与えられ、そして添付の図面で与えられる、一実施形
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態の以下の説明を読めば、本発明の他の特徴および利点が明らかになろう。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明による組立装置を用いてのボリューメトリック放射素子の固定を概略的に
示す図である。
【図２】本発明による組立装置の別の実施形態を用いてのボリューメトリック放射素子の
固定を概略的に示す図である。
【図３】ボリューメトリック放射素子を反射器と容量結合する第１の方式を示す図である
。
【図４】ボリューメトリック放射素子を反射器と容量結合する第２の方式を示す図である
。
【図５】本発明の好ましい実施形態による組立装置を用いて固定されたボリューメトリッ
ク放射素子を備えるパネルアンテナの部分的な斜視図である。
【図６】本発明の好ましい実施形態による組立装置の誘電性部材を上から見た斜視図であ
る。
【図７】図６の組立装置を下から見た斜視図である、
【図８】図６の組立装置の三次元の側面図である。
【図９】アンテナの構成要素が図６の実施形態による組立装置とどのように協働するかを
示すアンテナの部分的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　図１は、たとえばアンテナの反射器３である平坦な導電性の取付け部に容量結合された
ボリューメトリック（すなわち三次元）放射素子２を固定する誘電性部材１を備える、本
発明の一実施形態による組立装置の使用原理を概略的に示す。レードーム４が、アンテナ
を構成する要素を囲み、保護する。放射素子２は、通常管形であるベース部６によって支
持される、双極子から形成される放射面５を備える。放射素子２は、電流スプリッタ、移
相器などのアクセサリー７によって給電される。誘電性部材１は、その中央領域８に放射
素子２の固定手段を、また、その側部領域９に、反射器３またはレードーム４などのアン
テナの機械的構造体の構成要素に属する長さ方向の縁部１０と協働する固定手段を備える
。
【００２６】
　図２は、アンテナの外部の環境に由来する放射素子２への衝撃および振動の伝達を低減
することを可能にする緩衝装置２２を備える誘電性部材２１を備える、組立装置の別の実
施形態を示す。
【００２７】
　金属と金属の直接接触に起因する相互変調積（ＩＭＰ）をできる限り回避するために、
電気接続は、容量結合によって生じられる。図３および４に示されるように、容量結合は
様々なやり方で行われ得る。
【００２８】
　図３の例では、放射素子２と反射器３との容量結合部３０は、第１に放射素子２のベー
ス部６と反射器３の折り返された縁部３２との間に絶縁層を形成する空気の空間３１、お
よび、第２に放射素子２の組立装置に属する誘電性部材３３を組み合わせることによって
得られる。代替として、誘電性材料から作製された堅牢なフィルムが空間３１の中に置か
れ得る。
【００２９】
　図４は、放射素子２と平坦な反射器４１との別の例示的な容量結合部４０を示す。この
状況では、放射素子２のベース部６と平坦な反射器４１との間に絶縁材料から作製された
フィルム４２を置くことが必要である。
【００３０】
　図５は、本発明の好ましい実施形態による組立装置を備えるアンテナ５０の斜視図であ
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る。透明にすることによって、レードーム５４の下に配設される、放射素子５１、反射器
５２および組立装置の誘電性部材５３が見えるようになっている。
【００３１】
　放射素子５１は、交差する二重の分極構成を得るために直交方向に接合された、それぞ
れが半波長の長さの２つの双極子５７、５８を備える放射面５６を支持するベース部５５
から構成される。それぞれの双極子５７、５８は、それぞれ給電部を備える。ベース部５
５は、４つの管状の部分からできており、２つの管状の部分５９は、双極子を介する給電
ができるように使用され、２つの管状の部分６０は空いている。
【００３２】
　反射器５２の下に置かれた組立装置の誘電性部材５３は、緩衝装置６１および各端部を
備えることに留意されたい。誘電性部材５３の側部領域６２は、ここではレードーム５４
の下側部分である、アンテナの機械的構造体の構成要素６５に属する、反射器５２の各端
部の長さ方向の縁部６４に留まる固定手段６３を支持する。放射素子５１のベース部５５
は、誘電性部材５３の中央領域６６の中に位置する固定手段によって保持される。中間領
域６７は、中央領域６６を側部領域６２に接合する。
【００３３】
　ここで図６、７および８を考慮すると、組立装置の誘電性部材７０の好ましい実施形態
をさらに詳細に示す。
【００３４】
　誘電性部材７０は、適所に嵌った状態に保つために放射素子のベース部の開いた管状の
部分のうちの１つの中に装着可能である少なくとも１つの形態７２を含む固定手段を備え
る中央領域７１を備える。中央領域７１は、それを介する双極子の給電を可能にする少な
くとも１つの穴７３をさらに備える。
【００３５】
　誘電性部材７０は、外部環境に由来し得る放射素子への振動または衝撃の伝達を制限す
る緩衝装置７５を有利に備える側部領域７４をさらに備える。各側部領域は、アンテナの
機械的構造体の構成要素への固定手段７６を備える。本発明の状況では、この固定手段７
６は、長さ方向の縁部に留まるように意図される概ねフックの形状を有する。
【００３６】
　最後に、誘電性部材７０は、中央領域７１を側部領域７４にそれぞれ連結する中間領域
７７を備える。中間領域７７は、発生し得るすべての変化、衝撃または変形を吸収する能
力を誘電性部材に与えるために、確実に柔軟性のあるリンクとならなければならない。
【００３７】
　これらの異なる部分のおかげで、反射器、放射素子、レードーム、スクリーン、無給電
素子などのアンテナの複数の構成要素を組み立てるために誘電性部材７０を使用すること
が可能である。誘電性部材７０は、それに取り付けられるアンテナの構成要素に起因する
機械的応力に耐えるのに十分な剛性がありながら、振動および衝撃の伝達を制限する十分
な柔軟性がなければならない。この吸収能力は、より少ない力を受ける、アンテナ内に置
かれた構成要素の寿命を延ばすことを可能にする。同時に、外部の応力のアンテナの内部
への伝達が減少するために、相互変調積（ＩＭＰ）に関する性能が改善される。好ましく
は、誘電性部材７０はプラスチック材料でできた単一部分から成形される。
【００３８】
　図９の断面は、本発明の特定の一実施形態による組立装置を用いたアンテナ内部の放射
素子の固定を詳細に示す。放射素子９１のベース部９０は、ここでは４つの管状部分９２
からできている。ベース部９０の主な機能は、放射面９３を反射器９４の放射素子９１か
ら離しておき、放射素子９１の接地を可能にすることである。これらの管状部分のうちの
２つは、双極子に給電する同軸ケーブルが中を通ることができるように使用される。他の
２つの管状部分９２は、放射素子９１を固定するように利用可能である。
【００３９】
　ここに示される実施形態の方式では、誘電性部材９６によって支持される成形ピン９５
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が、管状部分９２に圧入される。これらのピン９５は好ましくは波形になっており、それ
によって、放射素子９１の保持を確実にするために摩擦を増大させる。反射器９４は、誘
電性部材９６の上方に配設され、ケーブルが中を通るように使用される部分の通過を可能
にする開口部を備える。誘電性部材９６は、放射素子９１、反射器９４、放射素子の給電
に関連するアクセサリー９７、およびレードーム９８を同時に支持する。各側部領域は、
この場合には、レードーム９８の下側部分であるアンテナの機械的構造体の構成要素への
固定手段を備える。この組立装置のおかげで、放射素子９１およびアンテナの他の構成要
素９４、９７、９８の固定が、非常に容易、単純、効果的となる。構成要素を組み立てる
ために、工具または外部の部品は全く必要ない。
【００４０】
　たとえば薄いプラスチック片またはプラスチックフィルムなどの薄い絶縁フィルム９９
が、必要に応じて、放射素子９１と反射器９４との間に置かれてよい。アンテナの周波数
領域に関する放射素子９１のベース部９０の表面を考えると、放射素子９１と反射器９４
との間に配設される薄い絶縁フィルムが、容量性結合のための条件を生じるのに十分であ
り、これは、放射素子９１と反射器９４との間の電磁場が、一方から他方への電磁力を結
合するのに十分な高さであることを意味する。容量性結合を生じるこの能力は、非常に安
価な材料（薄いプラスチックフィルム）を用いて得られる。これはまた、アンテナのＩＭ
Ｐ容量を増加させることも可能にする。電磁場はこの領域において非常に高いので、放射
素子９１と反射器９４との間のリンクは相互変調積（ＰＩＭ）に対する感度が高く、これ
がＩＭＰの形成の１つの可能な原因となる。放射素子９１を反射器９４から絶縁すること
は、この問題を軽減する一つのやり方である。
【００４１】
　図９は、組立装置９６を経由した放射素子９１、反射器９４およびレードーム９８の給
電アレイに関連するアクセサリー９７の固定を詳細に示す。反射器９４の厚みが従来技術
と比較してかなり減らされているのが分かるが、これは、この部分がアンテナの構成要素
（放射素子９１、給電部およびそのアクセサリー９７、スクリーンまたはトラップ、無給
電素子、レードーム９８など）の質量および対応する機械的な力をもはや支持する必要が
ないからである。ここに示される例示的な実施形態では、反射器９４の厚みの減少は、容
易に５の因数に達し得る。結果として、反射器９４のコストはかなり低減される。さらに
、反射器９４の厚みを減らすことによって、そうでなければ機械的に困難となるおよび／
または得るのが高価となる形状を得ることが可能になる。たとえば、反射器９４の放射部
分の丸い形状、すなわちトラップとして働く放射素子９１に向き合うように位置する反射
器の部分が、いかなる特定の制約なく反射器９４の構成に直接一体化され得る。電流領域
の近くに鋭角の全くない反射器９４の丸い形状は、反射を制限し、それによってアンテナ
の後方に向かう電磁波のレベルとアンテナの前方へ向かって放射される電磁波のレベルと
の間の比を減らすことによって、周波数帯域内におけるアンテナの性能を安定させること
を可能にする。反射器９４は厚みがかなり薄いものであるので、様々な曲げを行うことが
かなりより容易になり、それによって、トラップの機能が反射器９４に直接一体化され得
る。放射素子９１の給電アレイは、組立装置の裏に配置されたフック１００によって適所
に保持される。組立装置９６によって組み立てられたすべての構成要素９１、９４、９７
、９８は、最終的にレードーム９８の中に挿入される。
【００４２】
　本発明の装置が多くの利点を有することが上記の説明から理解されよう。厚みを減らす
ことによって、反射器の材料の選択肢を、金属化プラスチックまたは非常に厚みの薄い金
属などの低価格材料に広げることが可能になる。これが、コストをかなり低減することに
つながる。金属と金属の直接接触は、可能な限り回避される。組立体は、いかなる損傷も
なく分解され得る。誘電性部材は、それに連結される構成要素（放射素子、反射器など）
がより大きな振動および機械的衝撃に耐えること可能にする。組立装置は、その構成によ
って、相互変調積（ＩＭＰ）を克服することが可能になる。
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